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研究成果の概要： 

本研究は、2004 年に行われた行政事件訴訟制度改革に対して、理論的側面及び実際的側面か

ら検証を加えた。理論的側面からの検証の主たる成果として、原告適格、義務付け訴訟、差止

訴訟を中心に、その理論的基礎及び法的問題点等を明らかにした。かかる理論的側面からの検

証の成果を前提として、主として 2004 年改正後に出された裁判例の分析を行い、処分性、原

告適格、義務付け訴訟を中心に、制度改革による実際的影響を明らかにした。 
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１．研究開始当初の背景 

2004 年行政事件訴訟法改正は、「行政訴訟
制度につき、国民の権利利益のより実効的な
救済を図るため、その手続を整備する」とい
う基本的な考え方に基づいて行われたもの
であり、その柱は、(1)救済範囲の拡大、(2)
審理の充実・促進、(3)行政訴訟を利用しわ
かりやすくするための仕組みの整備、(4)仮
の救済制度の拡充であった。具体的には、(1)
については、訴訟類型の多様化及び原告適格
の拡大を企図していくつかの点で法改正が
行われた。前者に関しては、従来行政訴訟の

中核をなしてきた抗告訴訟の枠内に、義務付
け訴訟及び差止め訴訟が新たに法定される
とともに、従来理論的にも実際的にもさほど
注目されてこなかった当事者訴訟が、公法上
の確認訴訟を法文上明示することを通じて、
活用されるべき旨が示された。後者に関して
は、原告適格の判断の際の考慮事項が法定さ
れることにより、その拡大が企図された。(2)
については、訴訟における釈明処分の特則が
規定された。(3)については、被告適格、管
轄裁判所、出訴期間、出訴期間等の教示とい
った点について改正が行われた。(4)につい
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ては、執行停止の要件が緩和されるとともに、
(1)における義務付け訴訟及び差止め訴訟の
法定に対応した形で、仮の義務付け及び仮の
差止めの訴えが新たに法定された。 

研究開始当初である 2006 年時点において
は、立案担当者による改正法についての解説
書や、研究者による改正法についての解説書
ないし注釈書がいくつか公刊されていたも
のの、改正法についての理論的整理及び研究
は十分には蓄積されているとは言えない状
況にあった。また、改正法に基づく裁判例も
ほとんど出されておらず、改正法が行政訴訟
制度運用の実務に対していかなる影響を与
えるかについても未知数の状態であった。 

 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、１．で述べた状況を前に
して、行政訴訟制度改革に対して理論的側面
及び実際的側面から検証を加えることであ
った。具体的には、理論的側面について、主
として制度改革により新たに法定された「義
務付け訴訟」及び「差止め訴訟」の理論的基
礎、新たに考慮要素が法定された原告適格の
判断方法の理論的基礎等の解明を目的とし
ていた。実際的側面については、裁判例等の
分析を通じて制度改革によりいかなる影響
が生じているかを解明することを目的とし
ていた。 

 

 

３．研究の方法 

理論的側面については、取消訴訟を中心と
した従前の行政訴訟制度にかかる理論的蓄
積を前提に、今次の制度改革がかかる蓄積と
の関係でいかなる意味を有するのかを分析
することを通じて、今次の改革の理論的基盤
及び位置付けを明らかにするという方法を
採用した。実際的側面については、裁判例を
素材に、改革前後でいかなる変化が生じてい
るのかを検討することを通じて、今次の改革
の意義を明らかにするという手法を採用し
た。 

 

 

４．研究成果 

本研究は、2004 年に行われた行政事件訴

訟制度改革に対して、理論的側面及び実際的

側面から検証を加えた。理論的側面からの検

証の主たる成果として、原告適格、義務付け

訴訟、差止訴訟を中心に、その理論的基礎及

び法的問題点等を明らかにした。かかる理論

的側面からの検証の成果を前提として、主と

して 2004 年改正後に出された裁判例の分析

を行い、処分性、原告適格、義務付け訴訟を

中心に、制度改革による実際的影響を明らか

にした。 

理論的側面については、今次の改革の理論

的意義を明らかにすることができたが、それ

に加えて、今後検討を要すべき新たな課題を

提示することができた。具体的には、第一に、

行政事象の多様化が行政訴訟制度に対して

根本的な課題を投げかけている場面の一つ

である行政事務の民間委任ないし公私協働

との関係において、行政訴訟制度の基本問題

を再考する必要があるという点である。第二

に、行政訴訟制度のあり方を考えるには、行

政手続法制及び行政不服審査法制をも視野

に入れ、行政機関と裁判所の適切な役割分担

という観点で一体的に考察する必要があり、

この観点から、行政訴訟の種類の多様化に対

応する行政不服審査手続の多様化などの行

政不服審査制度の今後の方向について検討

を加えたが、今後さらに本格的な「一体的考

察」を行い、「一体的考察」の中で今次の改

革の意義を再評価する必要があるという点

である。 

実際的側面については、裁判実務の動きに

注目しつつ検討した結果、行政訴訟の訴訟形

態が多様化したなかでとりわけ義務付け訴

訟の活発が顕著であること、原告適格に関す

る法改正は期待された効果を十分に上げて

いるとは言えないということが明らかとな

った。そのため、原告適格に関する法改正に

ついて特に立ち入った検討を加えた。第一に、

法改正を受けて判例変更により原告適格を

拡大した小田急大法廷判決（最大判平成 17

年 12 月 7 日民集 59 巻 10 号 2645 頁）につ

いて、訴訟の関係者（弁護団長を含む原告団、

被告関係者等）に対するヒアリングを行い、

行政訴訟制度のユーザーの観点から、同判決

の意義についての意見を聴取した。第二に、

平成 20 年 1 月に法曹会館において、「行政訴

訟の門戸開放は実現されているか―小田急

大法廷判決をめぐって―」と題するシンポジ

ウムを開催し（研究代表者の小早川が実行委

員となっている。）、小田急大法廷判決のその

後の下級審判決への影響について検討を加

えるとともに、研究者だけではなく原告適格

の拡大に関心を有する弁護士や市民との意

見交換を行った。こうしたヒアリング及びシ

ンポジウムを通じた意見聴取、意見交換を通

じて、小田急大法廷判決が理論的側面におけ

る興味深い検討素材を提供しており、研究者

の注目を集めているのに対して、その後の下

級審判決においては期待されたほど原告適

格が拡大されているとは言えず、実際的側面

における法改正の影響は理論的側面におけ

る影響に比べて大きくはないという状況が



 

 

明らかとなった。今後は、原告適格に関する

法改正の影響が実際的側面においてはさほ

ど大きくないことの原因を探るとともに、理

論的検証の成果を、原告適格の拡大という実

際的帰結へと結びつけるための方策につい

て検討していく必要がある。また、裁判例の

分析を通じて、法改正が行われていない処分

性（抗告訴訟の対象となる処分の範囲）の問

題に関しては裁判実務が独自に要件緩和の

方向に進みつつあるという傾向が看取され

るが、この傾向と今次の法改正との関係をい

かに考えるか、今次の法改正で活用が企図さ

れた公法上の確認訴訟との役割分担をいか

に図っていくかといった点ついても、今後改

めて考察を加える必要がある。 

以上の理論的検証及び実際的検証を通じ
た今次の改革の評価及び今後の課題の提示
といった本研究課題の研究成果は、行政訴訟
制度に関する体系書の公刊、代表的法律雑誌
への掲載といった形で公表されており、学界
における今後の議論の基礎を構築するとと
もに、さらなる解明を要する問題点を明らか
にすることで学界の議論を誘発するといっ
た形で、学界に対してインパクトを与えるも
のである。 

今後も、本研究の成果を基礎として、さら
なる理論的実際的検証を通じた行政訴訟制
度改革の意義の解明作業が継続されること
が期待される。 
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